
第 44 期定時株主総会

招集ご通知
開催日時

　2023年３月23日（木曜日）午前10時

　受付開始：午前９時

開催場所

　神奈川県小田原市城内８番10号

　報徳二宮神社　報徳会館２階　天翔

議　　案

　第１号議案　剰余金処分の件

　第２号議案　取締役（監査等委員である取締役を除く。）

　　　　　　　３名選任の件
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ご来場自粛のご検討のお願い
多くの株主様が集まる株主総会は、新型コロナウイルス感染症の集団感染のリスクがあります。議決権の

行使は郵送またはインターネットで行い、当日のご来場は、感染の回避のため自粛をご検討ください。

その他、新型コロナウイルス感染症拡大防止のための対応につきましては、５ページをご覧ください。
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公共交通の分野における

ONLY ONE企業でありたい

代表取締役社長　丸山　明義

　株主の皆様には、平素より格別のご高配を賜り厚く御礼申しあげます。

　はじめに、新型コロナウイルス感染症の度重なる感染拡大により影響を受けられている方々に、心

からお見舞い申しあげます。また医療従事者をはじめ、この未曾有のパンデミックと日々闘っておら

れる方々にこの場をお借りして心から感謝申しあげます。

　さて、当社第44期定時株主総会を次ページのとおり開催いたしますので、ご通知申しあげます。

第44期（2022年12月期）におきましては、売上高は46億87百万円、営業利益は25百万円、親会社株主

に帰属する当期純利益は▲42百万円となり、当初の予想に対して、増収減益（売上高＋４億23百万

円、営業利益▲１億59百万円、親会社株主に帰属する当期純利益▲１億58百万円）となりました。

　なお、第45期（2023年12月期）につきましては、売上高は43億41百万円、営業利益は１億52百万

円、親会社株主に帰属する当期純利益は１億１百万円を見込んでおります。

　新型コロナウイルス感染症の長期化や電子部品の需給逼迫など厳しい事業環境が続く一方、キャッ

シュレス決済ニーズの拡大を取り込み、ICカード、QRコード、クレジットカードタッチ決済が可能な

マルチ決済端末「BOSS」を開発し、市場に投入いたしました。加えて、「地域の移動手段の維持・確

保」や「デジタル化による利便性の向上」を目的に、小田原市様と「交通政策の推進に関する協定」

を締結いたしました。今後とも、DX（Digital Transformation）など、社会と市場の変化をいち早く

捉え、これまでにない新たな価値を提供し続けることで、社会の皆様と共に発展していける企業を目

指してまいります。

　株主の皆様におかれましては、より一層のご支援を賜りますよう、心からお願い申しあげます。

2023年３月
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証券コード　7314

2023年３月３日

株 主 各 位
神奈川県小田原市中町一丁目11番３号

代表取締役社長 丸 山 明 義

第44期定時株主総会招集ご通知

拝啓　平素は格別のご高配を賜り厚くお礼申しあげます。

　さて、当社第44期定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご通知申しあげます。

　本定時株主総会の株主総会参考書類等（議決権行使書用紙を除く）の内容である情報（電子提供措

置事項）は、電子提供措置をとっておりますので、以下の当社ウェブサイトにアクセスのうえ、「IR

情報」、「株主総会」の順に選択して、ご確認くださいますようお願い申しあげます。

　当社ウェブサイト　https://www.odawarakiki.com/

　電子提供措置事項は、東京証券取引所（東証）のウェブサイトでも電子提供措置をとっておりま

す。以下の東証ウェブサイト（東証上場会社情報サービス）にアクセスのうえ、「銘柄名（会社

名）」に「小田原機器」または証券「コード」に「7314」（半角）を入力・検索し、「基本情報」、

「縦覧書類/PR情報」の順に選択して、ご確認いただけます。

　東証ウェブサイト（東証上場会社情報サービス）

　https://www2.jpx.co.jp/tseHpFront/JJK010010Action.do?Show=Show

　なお、多くの株主様が集まる株主総会は、新型コロナウイルス感染症の集団感染のリスクがありま

す。議決権の行使は郵送またはインターネットで行い、当日のご来場は、感染の回避のため自粛をご

検討ください。

　つきましては、株主総会参考書類をご検討のうえ、次のいずれかの方法により2023年３月22日（水

曜日）当社営業時間終了時（午後５時30分）までに議決権を行使してくださいますようお願い申しあ

げます。
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１. 日 時 2023年３月23日（木曜日）午前10時

２. 場 所 神奈川県小田原市城内８番10号

報徳二宮神社　報徳会館２階　天翔

（末尾の「会場ご案内図」をご参照ください。）

３. 目 的 事 項

報 告 事 項 １. 第44期（2022年１月１日から2022年12月31日まで）事業報告、連結計算書類並

びに会計監査人及び監査等委員会の連結計算書類監査結果報告の件

２. 第44期（2022年１月１日から2022年12月31日まで）計算書類報告の件

決 議 事 項

第１号議案 剰余金処分の件

第２号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く。）３名選任の件

　株主総会にご来場の株主様へのお土産のご用意はございません。

　何卒ご理解くださいますようお願い申しあげます。

【郵送による議決権行使の場合】

　同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示のうえ、上記の行使期限までに到着するよう

ご返送ください。

【インターネットによる議決権行使の場合】

　当社の指定する議決権行使サイト（https://evote.tr.mufg.jp/）にアクセスいただき、議決権行

使書用紙に記載された「ログインID」及び「仮パスワード」をご利用いただき、画面の案内に従って

賛否をご入力ください。インターネットによる議決権行使に際しましては、６ページの「インターネ

ットによる議決権行使のお手続きについて」をご確認くださいますようお願い申しあげます。

敬　具

記

以　上
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株主総会資料の電子提供制度の施行について

　株主総会資料の電子提供制度が施行されましたが、当社は、本年の株主総会について、株主様

の混乱を避けるため、従来どおり株主総会資料を書面でお届けしました。

　次回の株主総会からは、株主様にはウェブサイト上で株主総会資料を閲覧していただくことと

し、招集ご通知は、原則としてウェブサイトへのアクセスに必要な情報のみをお届けする予定で

す（書面交付請求をされた株主様を除きます）。

　次回以後の株主総会についても書面による株主総会資料の提供を希望される株主様で、書面交

付請求のお手続きをお済ませでない方は、次回の議決権基準日（定時株主総会については12月31

日）までにお早めに当社株主名簿管理人（三菱UFJ信託銀行株式会社）またはお取引の証券会社等

で書面交付請求の手続きを行っていただきますようお願いいたします。

◎当日ご出席の際は、お手数ながら本招集ご通知とあわせてお送りする議決権行使書用紙を会場受付

にご提出ください。また、資源節約のため、この「招集ご通知」をお持ちくださいますようお願い

申しあげます。

◎議決権行使書面において、各議案に対する賛否の表示がない場合は、賛成の意思表示があったもの

として取り扱わせていただきます。

◎会社法改正により、電子提供措置事項について上記の各ウェブサイトにアクセスのうえ、ご確認い

ただくことを原則とし、基準日までに書面交付請求をいただいた株主様に限り、書面でお送りする

こととなりましたが、本株主総会においては、書面交付請求の有無にかかわらず、一律に電子提供

措置事項を記載した書面をお送りいたします。

なお、電子提供措置事項のうち、次の事項につきましては、法令及び当社定款第14条の規定に基づ

き、お送りする書面には記載しておりません。

① 事業報告の「業務の適正を確保するための体制」「会社の支配に関する基本方針」

② 連結計算書類の「連結株主資本等変動計算書」「連結注記表」

③ 計算書類の「株主資本等変動計算書」「個別注記表」

したがいまして、当該書面に記載している事業報告、連結計算書類及び計算書類は、会計監査人が

会計監査報告を、監査等委員会が監査報告を作成するに際して監査をした対象書類の一部でありま

す。

◎電子提供措置事項に修正が生じた場合は、上記インターネット上の当社ウェブサイト及び東証ウェ

ブサイトにおいて、その旨、修正前及び修正後の事項を掲載いたします。
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＜株主総会に係る新型コロナウイルス感染症拡大防止への対応について＞

・　多くの株主様が集まる株主総会は、新型コロナウイルス感染症の集団感染のリスクがあります。

当日のご来場に関しては、感染回避のため自粛をご検討ください。

・　感染予防のため会場内は座席の間隔を広げ、例年より座席数を減らしております。ご入場いただ

ける人数に限りがございますため、多数のご来場がありました場合は、ご入場をお断りさせてい

ただく場合がございます。

・　ご来場を自粛いただく場合におきましても、事前に書面またはインターネット等により議決権を

行使いただくことができますので、後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、３ページの方法に

より2023年３月22日（水曜日）当社営業時間終了時（午後５時30分）までに議決権を行使してく

ださいますようお願い申しあげます。

・　新型コロナウイルス感染拡大次第では、やむなく会場や開始時間が変更となる場合がございま

す。その他、株主総会に関連する必要な情報を随時、インターネット上の当社ウェブサイト（ア

ドレス https://www.odawarakiki.com/）でご案内させていただきますので、事前にご確認いた

だきますようお願い申しあげます。
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＜インターネットによる議決権行使のお手続きについて＞

　インターネットにより議決権を行使される場合は、下記事項をご確認のうえ、行使していただきま

すようお願い申しあげます。

　当日ご出席の場合は、郵送（議決権行使書）またはインターネットによる議決権行使のお手続きは

いずれも不要です。

記

１．議決権行使サイトについて

（１）インターネットによる議決権行使は、パソコンまたはスマートフォンから当社の指定する議

決権行使サイト（https://evote.tr.mufg.jp/）にアクセスしていただくことによってのみ

実施可能です。（ただし、毎日午前２時から午前５時までは取り扱いを休止します。）

（２）インターネット接続にファイアーウォール等を使用されている場合、アンチウイルスソフト

を設定されている場合、TLS暗号化通信を指定されていない場合等、proxyサーバーをご利用

の場合等、株主様のインターネット利用環境によっては、ご利用できない場合もございま

す。

（３）インターネットによる議決権行使は、2023年３月22日（水曜日）の午後５時30分まで受け付

けいたしますが、お早めに行使していただき、ご不明な点等がございましたらヘルプデスク

へお問い合わせください。

２．インターネットによる議決権行使方法について

（１）パソコンによる方法

・　議決権行使サイト（https://evote.tr.mufg.jp/）において、議決権行使書用紙に記載さ

れた「ログインID」及び「仮パスワード」をご利用いただき、画面の案内に従って賛否を

ご入力ください。

・　株主様以外の第三者による不正アクセス（“なりすまし”）や議決権行使内容の改ざんを

防止するため、ご利用の株主様には、議決権行使サイト上で「仮パスワード」の変更をお

願いすることになりますのでご了承ください。

・　株主総会の招集の都度、新しい「ログインID」および「仮パスワード」をご通知いたしま

す。

－ 6 －



システム等に関するお問い合わせ

三菱UFJ信託銀行株式会社　証券代行部（ヘルプデスク）

・電話　0120-173-027（受付時間　9:00～21:00、通話料無料）

（２）スマートフォンによる方法

・　議決権行使書用紙に記載の「ログイン用QRコード」をスマートフォンにより読み取ること

で、議決権行使サイトに自動的に接続し、議決権行使を行うことが可能です。

（「ログインID」及び「仮パスワード」の入力は不要です。）

・　セキュリティの観点からQRコードを用いた議決権行使は1回に限り可能です。

2回目以降は、QRコードを読み取っても「ログインID」「仮パスワード」の入力が必要に

なります。

・　スマートフォン機種によりQRコードでのログインができない場合があります。QRコードで

のログインができない場合には、上記２．（１）パソコンによる方法にて議決権行使を行

ってください。

　　※　QRコードは(株)デンソーウェーブの登録商標です。

３．複数回にわたり行使された場合の議決権の取り扱い

（１）郵送とインターネットにより重複して議決権を行使された場合は、インターネットによる議

決権行使の内容を有効として取り扱わせていただきますのでご了承ください。

（２）インターネットにより複数回にわたり議決権を行使された場合は、最後に行使された内容を

有効とさせていただきます。

４．議決権行使サイトへのアクセスに際して発生する費用について

議決権行使サイトへのアクセスに際して発生する費用（インターネット接続料金等）は、株主様

のご負担となります。

以　上
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事 業 報 告

( 2022年１月１日から
2022年12月31日まで )

１. 企業集団の現況
(1) 当事業年度の事業の状況

① 事業の経過及び成果

　当連結会計年度の期首より「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３

月31日）等を適用しております。このため、比較対象となる連結会計年度の収益認識基準が異

なることから、以下の経営成績に関する説明において増減額及び前期比（％）を記載せずに説

明しております。

　当連結会計年度における我が国経済は、新型コロナウイルス感染症対策に万全を期し、経済

社会活動を継続していく中で、各種政策の効果もあって、景気が持ち直していくことが期待さ

れました。ただし、半導体をはじめとした部品・原材料の供給不足や供給網の混乱、ロシア・

ウクライナ情勢に起因した資源価格高騰等、依然として先行きは不透明な状況が続いておりま

す。

　当社グループ製品の主要市場である路線バス業界においては、設備投資に対して依然として

慎重姿勢であることから低調に推移いたしました。

　このような状況のもとで当社グループは地域連携ICカードの導入に関する需要等の取り込

み、キャッシュレス決済事業の需要等の取り込みに努めてまいりました。しかし、新500円硬

貨改造需要の大幅な減少や材料費の急騰等の影響を避けることは難しく、利益は低調に推移い

たしました。

　以上の結果、当連結会計年度の売上高は4,687,465千円（前期は3,583,683千円）、営業利益

は25,433千円（前期は168,302千円）、経常利益は30,561千円（前期は188,373千円）、親会社

株主に帰属する当期純損失は42,575千円（前期は99,857千円の親会社株主に帰属する当期純利

益）となりました。
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（運賃収受機器事業）

　運賃収受機器事業においては、路線バス及びワンマン鉄道車両での運賃収受機器等の設計、

開発、製造、販売及びメンテナンスサービスを展開しております。

　当事業における売上高は4,275,159千円（前期は3,143,580千円）、営業利益は23,510千円

（前期は140,547千円）となりました。売上高については、地域連携ICカードの導入に関する

需要等の取り込みから増加しました。利益面については、材料費の急騰等により原価が増加し

た結果、減益となりました。

（システム開発事業）

　システム開発事業においては主に交通系インフラ案件、ＥＴＣ関連開発案件及びその他社会

インフラ系案件のシステム開発、エンジニアリング、ソフトウエア設計並びにシステム及び機

器の輸出入販売を展開しております。

　当事業における売上高は721,628千円（前期は650,463千円）、営業利益は24,908千円（前期

は25,738千円）となりました。売上高については、親会社向けのソフトウエア売上が増加した

ことから、増収となりました。

② 設備投資の状況

当連結会計年度中において実施いたしました当社の設備投資の総額は215,826千円であり、

その主なものは、新工場の改修150,509千円などであります。

③ 資金調達の状況

当社は、新型コロナウイルス感染症拡大による影響が一定程度長期化するリスクに備え、運

転資金等を確保することを目的として、主要取引銀行である株式会社横浜銀行との間で、総

額1,500,000千円のコミットメントライン契約を締結しております。なお、当該契約に基づ

く当連結会計年度末の借入実行残高はありません。

④ 事業の譲渡、吸収分割または新設分割の状況

該当事項はありません。

⑤ 他の会社の事業の譲受けの状況

該当事項はありません。
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⑥ 吸収合併または吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承継の状況

該当事項はありません。

⑦ 他の会社の株式その他の持分または新株予約権等の取得または処分の状況

該当事項はありません。

区 分
第 41 期

(2019年12月期)
第 42 期

(2020年12月期)
第 43 期

(2021年12月期)

第 44 期
(当連結会計年度)
(2022年12月期)

売 上 高（千円） 6,218,178 4,780,320 3,583,683 4,687,465

経 常 利 益（千円） 263,002 214,296 188,373 30,561

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益 又 は
親会社株主に帰属する
当 期 純 損 失 （ △ ）

（千円） 194,906 132,775 99,857 △42,575

１株当たり当期純利益
又 は １ 株 当 た り
当 期 純 損 失 （ △ ）

（円） 63.05 42.77 32.03 △13.60

総 資 産（千円） 7,133,042 5,761,680 6,023,792 5,416,514

純 資 産（千円） 3,794,909 3,841,083 3,903,713 3,735,587

１株当たり純資産額 （円） 1,226.93 1,235.43 1,250.95 1,192.23

自 己 資 本 比 率 （％） 53.2 66.7 64.8 69.0

(2) 財産及び損益の状況

（注）１. １株当たり当期純利益又は１株当たり当期純損失（△）は、期中平均発行済株式総数（自己株式を控

除した株式数）により算出しております。

２. １株当たり純資産額は、期末発行済株式総数（自己株式を控除した株式数）により算出しておりま

す。

３．「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日）等を当連結会計年度の期首

から適用しており、当連結会計年度に係る各数値については、当該会計基準等を適用した後の数値と

なっております。
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会 社 名 資 本 金 当社の議決権比率 主 要 な 事 業 内 容

株式会社オーバルテック 10,000千円 100％ 運賃収受機器のメンテナンスサービス

ソタシステム株式会社 30,000千円 100％
システム開発、エンジニアリング、ソフ
トウエア設計並びにシステム及び機器の
輸出入販売

株式会社アズマ 10,000千円 100％

小型電子計算機及び電子計算機部品の製
造販売、各種電子計算機器の製図設計の
請負、ソフトウエアの開発及びソフトウ
エアに関連する一切の業務、プリント基
板コンピュータグラフィック設計及び製
造販売、プリント基板組立配線

(3) 重要な親会社及び子会社の状況

① 親会社の状況

該当事項はありません。

② 重要な子会社の状況
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(4) 対処すべき課題

　当社グループでは、収益の安定化及び持続的な成長を目指し、2025年までを見据えた中期経営

計画を策定しております。本中期経営計画では、主に下記２点の項目を重点施策として定めてお

ります。

(a) 成長事業の創出

　当社は、バス市場向けの運賃収受システムを中心に事業を拡大してまいりました。しか

し、同市場の成熟度が高まっていることや、今般の新型コロナウイルス感染症拡大の影響

等により、2019年12月期の首都圏ICカード化をピークに、従来型の運賃箱を主体とする事

業だけでは、持続的に成長することは難しいと認識しています。

　一方、近年のDX（Digital Transformation）による社会と市場の大きな変化を、当社は

新たな事業機会と捉えて、成長事業の創出に取組んでいます。

① キャッシュレス決済事業の強化と加速

　我が国のライフスタイルにおいても、かつての現金決済主体からクレジット決済等

のキャッシュレス化が着実に拡大しています。当社が事業領域としているバス市場に

おいても、バス利用客様の利便性向上はもちろんのこと、新型コロナウイルス感染症

予防等を目的に、タッチ決済やQR決済が黎明期を迎えています。2022年12月期には、

ICカード、QRコード、クレジットカードタッチ決済に対応したマルチ決済端末

「BOSS」を上市するなど、2020年7月、茨城交通様の運行する高速バスの車内において

導入された「日本初！Visaのタッチ決済」において、当社がキャッシュレス運賃収受

システム（当社商品名SELF）をご提供して以降、キャッシュレス決済ニーズの拡がり

に様々な形で貢献しています。今後は、キャッシュレス決済に関連する品揃えやアプ

リケーションを強化することで、事業者様の経営課題に対するソリューション提案の

幅を拡げてまいります。
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② データサービスの事業化

　日本においては、MaaS（Mobility as a Service：あらゆる公共交通機関をIT技術を

用いてシームレスに結びつけ、人々が効率的・便利に移動できる）の商用化・普及に

向けた実証実験が全国各地で行われています。MaaSは、社会インフラのあり方を大き

く変革するものですが、当社は移動そのものの効率化ではなく、人々の移動を通じて

得られる多彩なバスの利用データを集約・価値化することで移動需要の予測や運行計

画の最適化等、事業者様の経営効率向上ニーズに着眼したデータサービスの事業化

（当社商品名ONE）を構想しています。少子高齢化が加速する一方、自家用車によらな

い移動手段や医療の提供等、地域住民の生活水準を一定程度に維持しなければならな

いという、待ったなしの社会的課題にソリューションを提供してまいります。

③ 「新規事業推進室」の設立

　少子高齢化に加えて、コロナ禍で公共交通事業者様の経営がいっそう厳しくなって

おり、もはや事業者様の自助努力だけでは公共交通サービスの維持が困難となってき

ています。路線バス運行に知見を持つ当社が移動ニーズと運行コストの適正化を実現

するための分析データなど、価値あるデータを提供することで地域の社会的な課題解

決に貢献していまいります。中期経営計画2025以降の持続的成長を見据えて、社会的

な課題解決に着眼した新たな事業創造をミッションとした「新規事業推進室」を2023

年1月に設立いたしました。

(b) 継続的な成長投資の実行

　成長事業を創出するためには、継続的にR&D等の成長投資を実行しなければなりません。

　当社は、中期技術戦略と位置付けた「小田原機器グループ技術ビジョン2025」に基づい

てR&D投資を実行しています。具体的には、「基本技術戦略（センシング技術）」によって

バス市場向け運賃収受システムの競争力強化に取組んでいます。同時に、「拡張技術戦略

（コミュニケーション技術）」によって、社会や市場の変化に伴って顕在化しつつある新

たなニーズを踏まえて、クラウドやデータサイエンス技術等を強化しています。

　これらの諸課題に取り組むことで事業者の経営課題を解決し、新たな付加価値を提供するとと

もに、社会に対してストレスフリーな交通利用環境を提供してまいります。
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事 業 区 分 主 な 事 業 内 容

運賃収受機器事業
（当社及び

株式会社オーバルテック）

路線バス及びワンマン鉄道車両での運賃収受機器（運賃箱、整理券発行機、
カード機器及び運賃表示器等）の設計、開発、製造、販売及びメンテナンス
サービス

システム開発事業
（ソタシステム株式会社
及び株式会社アズマ）

システム開発、エンジニアリング、ソフトウエア設計並びにシステム及び機
器の輸出入販売､小型電子計算機及び電子計算機部品の製造販売、各種電子
計算機器の製図設計の請負、プリント基板コンピュータグラフィック設計及
び製造販売、プリント基板組立配線

(5) 主要な事業内容（2022年12月31日現在）

当 社

本社：神奈川県小田原市
仙台営業所：宮城県仙台市太白区
東京営業所：東京都墨田区
関西営業所：大阪府大阪市淀川区
西日本営業所：福岡県福岡市博多区
工場：神奈川県小田原市

株 式 会 社 オ ー バ ル テ ッ ク 本社：神奈川県小田原市

ソ タ シ ス テ ム 株 式 会 社 本社：東京都墨田区

株 式 会 社 ア ズ マ 本社：奈良県生駒郡

(6) 主要な営業所及び工場（2022年12月31日現在）

事 業 区 分 使 用 人 数 前連結会計年度末比増減

運賃収受機器事業 134（14）名 16名減（２名増）

システム開発事業 56（２）名 ３名増（－）

合計 190（16）名 13名減（２名増）

(7) 使用人の状況（2022年12月31日現在）

① 企業集団の使用人の状況

（注）使用人数は就業人員（グループ外から当社グループへの出向者及び契約社員を含みます。）であり、臨時

雇用者数（パートタイマー、アルバイトを含みます。）は、年間の平均人員を（　）外数で記載しており

ます。
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使 用 人 数 前事業年度末比増減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

112名 13名減 43.6歳 10.9年

② 当社の使用人の状況

（注）使用人数は就業人員（社外から当社への出向者及び契約社員を含みます。）であります。

借 入 先 借 入 額

（当社）

株式会社横浜銀行 229,996千円

株式会社三井住友銀行 25,000千円

株式会社三菱ＵＦＪ銀行 25,000千円

株式会社静岡銀行 25,000千円

さがみ信用金庫 25,000千円

（ソタシステム株式会社）

株式会社横浜銀行 90,810千円

（株式会社アズマ）

株式会社横浜銀行 135,000千円

(8) 主要な借入先の状況（2022年12月31日現在）

(9) その他企業集団の現況に関する重要な事項

　当社は、2022年３月24日開催の第43期定時株主総会決議に基づき、同日付で監査等委員会設

置会社に移行しております。
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① 発行可能株式総数 9,600,000株

② 発行済株式の総数 3,134,300株 (自己株式1,012株を含みます。)

（注）当社は、取締役（監査等委員及び社外取締役を除く。）３名に対して譲渡制限付株式の

付与のため、2022年４月21日付で普通株式12,700株を発行いたしました。

③ 株主数 1,317名

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

津川　善夫 1,148,800株 36.7％

株式会社正英 358,800株 11.5％

小田原機器社員持株会 186,990株 6.0％

INTERACTIVE BROKERS LLC 67,300株 2.1％

馬場　稔正 59,300株 1.9％

小幡　正行 55,600株 1.8％

川嶋　良久 46,000株 1.5％

大野　新司 43,000株 1.4％

上坂　徹太郎 40,000株 1.3％

津川　直樹 39,441株 1.3％

株 式 数 交 付 対 象 者 数

取締役（監査等委員及び社外取締役を除く。） 12,700株 ３名

社外取締役（監査等委員を除く。） 0株 ０名

監査等委員である取締役 0株 ０名

２. 会社の現況
(1) 株式の状況（2022年12月31日現在）

④ 大株主（上位10名）

（注）　持株比率は自己株式（1,012株）を控除して計算しております。

⑤ 当事業年度中に職務執行の対価として当社役員に対し交付した株式の状況

（注）当社の株式報酬の内容につきましては、「２．(3)④取締役及び監査役の報酬等」に記載しております。
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(2) 新株予約権等の状況

該当事項はありません。
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会 社 に お け る 地 位 氏 名 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

代 表 取 締 役 社 長 丸 山 　 明 義
営業部兼技術部担当
㈱オーバルテック取締役
㈱アズマ代表取締役社長

常 務 取 締 役 佐 藤 　 健 一

管理部長兼製造部兼品質保証部担当
㈱オーバルテック取締役
ソタシステム㈱取締役
㈱アズマ取締役

取 締 役 津 川 　 直 樹 ソタシステム㈱代表取締役社長

取締役（常勤監査等委員） 平 野 　 光 利
㈱オーバルテック監査役
ソタシステム㈱監査役
㈱アズマ監査役

取 締 役 （ 監 査 等 委 員 ） 市 川 　 公 雄
㈱富士テクノホールディングス会長室室長
首都圏デジタル産業健康保険組合顧問

取 締 役 （ 監 査 等 委 員 ） 熊 谷 　 輝 美
税理士法人FULL SUPPORT小田原事務所長
爽監査法人代表社員
湯河原町代表監査委員

(3) 会社役員の状況

① 取締役の状況（2022年12月31日現在）

（注）１. 取締役（監査等委員）市川公雄氏及び熊谷輝美氏は、社外取締役であります。

２. 取締役（監査等委員）熊谷輝美氏は、公認会計士の資格を有しており、財務及び会計に関する相当程

度の知見を有するものであります。

３. 情報収集の充実を図り、内部監査部門等との十分な連携を通じて監査の実効性を高め、監査・監督機

能を強化するために、平野光利氏を常勤の監査等委員として選定しております。

４. 社外取締役（監査等委員）市川公雄氏及び熊谷輝美氏を、東京証券取引所に独立役員として届け出て

おります。

５. 2022年３月24日開催の第43期定時株主総会において、新たに津川直樹氏が取締役に選任され就任いた

しました。
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氏 名 新 役 職 及 び 担 当 旧 役 職 及 び 担 当

丸 山 　 明 義
代表取締役社長
営業部兼技術部担当

代表取締役社長
営業部兼技術部兼情報機器シス
テム部担当

氏 名 新 役 職 及 び 担 当 旧 役 職 及 び 担 当

佐 藤 　 健 一
常務取締役
管理部長兼製造部兼品質保証部
担当

常務取締役
管理部長兼製造部担当

６. 当社は、2022年３月24日開催の第43期定時株主総会決議に基づき、同日付で監査等委員会設置会社に

移行しております。これに伴い、監査役清水照雄、熊谷輝美、邨山昌弘の各氏は任期満了により退任

し、このうち熊谷輝美氏が監査等委員である取締役に就任しております。

また、平野光利氏及び市川公雄氏は、2022年３月24日開催の第43期定時株主総会決議に基づき、同日

付で取締役を任期満了により退任し、監査等委員である取締役に就任しております。

７. 2022年１月１日付で取締役の役職及び担当を次のとおり変更しております。

８. 2022年３月24日付で取締役の役職及び担当を次のとおり変更しております。

② 責任限定契約の内容の概要

　当社と取締役（監査等委員）平野光利氏、市川公雄氏及び熊谷輝美氏は、会社法第427条第

１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しておりま

す。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、会社法第425条第１項に定める額としており

ます。

③ 役員等賠償責任保険契約の内容の概要等

　当社は、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で

締結しております。当該保険契約の被保険者の範囲は当社及び当社子会社の役員並びに会社法

上の重要な使用人であり、被保険者は保険料を負担しておりません。当該保険契約により被保

険者の賠償責任が補填されることとなります。

④ 取締役及び監査役の報酬等

イ. 取締役の報酬等の内容の決定に関する方針等

　当社は、2021年２月26日開催の取締役会において、取締役の個人別の報酬等の内容にかか

る決定方針を決議しております。当該取締役会の決議に際しては、あらかじめ決議する内容

について報酬委員会へ諮問し、答申を受けております。
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　なお、2021年12月に報酬委員会を廃止し、新たに指名・報酬委員会を設置しております。

　また、取締役会は、当事業年度に係る取締役の個人別の報酬等について、報酬等の内容の

決定方法及び決定された報酬等の内容が取締役会で決議された決定方針と整合していること

や、指名・報酬委員会からの答申が尊重されていることを確認しており、当該決定方針に沿

うものであると判断しております。

　取締役の個人別の報酬等の内容にかかる決定方針の内容は次のとおりです。

ａ．固定報酬に関する方針

　固定報酬の額は、①各取締役の担当部門が業績に与える影響、②各取締役の担当部門の

所属部員数、③各取締役の成果、④各取締役の経験年数を総合的に考慮したうえで、固定

報酬テーブルの範囲内で決定しております。

ｂ．賞与に関する方針

　賞与の額は、①連結経常利益、②配当性向、③従業員賞与支給倍率が一定以上の水準の

達成を見込んだ場合において、連結経常利益の10％を総支給額の目安とし、各取締役の職

位に応じて配分し、決定しております。

ｃ．譲渡制限付株式報酬に関する方針

　当社は、取締役（社外取締役及び監査等委員である取締役を除く。）に対して譲渡制限

付株式報酬を支給しております。譲渡制限付株式報酬の額は、取締役の役位に応じて決定

しております。

ｄ．報酬等の割合に関する方針

　当社の取締役報酬は、業績連動報酬と業績連動報酬以外の報酬等によって構成されてお

り、その支給割合は、株主と経営者の利害を共有し、企業価値の持続的な向上に寄与する

ために、最も適切な支給割合となることを方針としております。

ｅ．報酬等の付与時期や条件に関する方針

　固定報酬は毎月の支給とし、賞与及び譲渡制限付株式報酬は一定の時期の支給としてお

ります。

ｆ．報酬等の決定の委任に関する方針

　報酬の額は、指名・報酬委員会で審議したうえで取締役会に答申し、取締役会から一任

された代表取締役社長が、当該答申に基づき決定するものとしております。
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区分
報酬等の総額

（千円）

報酬等の種類別の総額（千円）
対象となる
役員の員数

（名）固定報酬
非金銭報酬

（譲渡制限付株
式）

業績連動報酬
（賞与）

取締役（監査等委員を除く）
（ う ち 社 外 取 締 役 ）

43,078
（1,200）

38,280
（1,200）

4,798
（－）

－
（－）

３
（１）

取 締 役 （ 監 査 等 委 員 ）
（ う ち 社 外 取 締 役 ）

17,550
（9,900）

17,550
（9,900）

－
（－）

－
（－）

３
（２）

監 査 役
（ う ち 社 外 監 査 役 ）

3,375
（3,375）

3,375
（3,375）

－
（－）

－
（－）

３
（３）

合 計
（ う ち 社 外 役 員 ）

64,003
（14,475）

59,205
（14,475）

4,798
（－）

－
（－）

９
（６）

ロ. 当事業年度にかかる役員報酬等の総額等

（注）１. 上記には、2022年３月24日開催の第43期定時株主総会終結の時をもって退任した取締役２名（うち社

外取締役１名）及び監査役３名（うち社外監査役３名）を含めております。なお当社は、2022年３月

24日に監査役会設置会社から監査等委員会設置会社に移行しております。

２. 取締役の報酬等の総額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含みません。

３. 上記の譲渡制限付株式報酬に係る報酬等の総額には、当事業年度における費用計上額を記載しており

ます。

４. 賞与にかかる業績指標は連結経常利益であり、その実績は30,561千円であります。当該指標を選択し

た理由は、当社の経営上の目標の達成状況を判断するための客観的な指標であり、賞与の指標として

適切と判断したためであります。

５. 譲渡制限付株式報酬の支給の条件等は、「イ．取締役の報酬等の内容の決定に関する方針等」のとお

りであります。また、当事業年度における交付状況は「２．(1)⑤当事業年度中に職務執行の対価と

して当社役員に対し交付した株式の状況」に記載しております。

６. 監査等委員会設置会社移行前の取締役の報酬限度額は、2008年３月28日開催の第29期定時株主総会に

おいて、年額150,000千円以内（ただし、使用人分給与を除く。）と決議いただいております。当該

株主総会終結時の取締役の員数は、７名です。2014年３月27日開催の第35期定時株主総会において、

非金銭報酬限度額として社宅提供費用を年額3,000千円以内と決議いただいております。当該株主総

会終結時の取締役の員数は、４名です。これらの報酬の額とは別に、2018年３月29日開催の第39期定

時株主総会において、取締役（社外取締役を除く。）に対する譲渡制限付株式報酬制度の導入の決議

をいただいており、譲渡制限付株式の割り当てのための報酬限度額は年額20,000千円以内となってお

ります。当該株主総会終結時の本制度の対象となる取締役（社外取締役を除く。）の員数は、３名で

す。監査役の報酬限度額は、2006年３月24日開催の第27期定時株主総会において、年額20,000千円以

内と決議いただいております。当該株主総会終結時の監査役の員数は、２名です。
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また、監査等委員会設置会社移行後の取締役（監査等委員である取締役を除く。）の報酬限度額は、

2022年３月24日開催の第43期定時株主総会において、年額120,000千円以内（ただし、使用人分給与

を除く。）と決議いただいております。当該株主総会終結時の取締役（監査等委員である取締役を除

く。）の員数は、３名です。これらの報酬の額とは別に、2022年３月24日開催の第43期定時株主総会

において、取締役（社外取締役及び監査等委員である取締役を除く。）に対する譲渡制限付株式の付

与に関する報酬額等及び内容の決議をいただいており、譲渡制限付株式の割り当てのための報酬限度

額は年額20,000千円以内となっております。当該株主総会終結時の本制度の対象となる取締役（社外

取締役及び監査等委員である取締役を除く。）の員数は、３名です。監査等委員である取締役の報酬

限度額は、2022年３月24日開催の第43期定時株主総会において、年額30,000千円以内と決議いただい

ております。当該株主総会終結時の監査等委員である取締役の員数は、３名です。

７. 当事業年度において、社外役員が子会社等から役員として受けた報酬等はありません。

８. 取締役会は、代表取締役社長丸山明義に対し報酬の額の決定を委任しております。委任した理由は、

当社全体の業績等を勘案しつつ取締役（監査等委員である取締役を除く。）の担当部門について評価

を行うには代表取締役が適していると判断したためであります。なお、委任された内容の決定にあた

っては、事前に指名・報酬委員会がその妥当性等について確認しております。

⑤ 社外役員に関する事項

イ. 重要な兼職先と当社との関係

・取締役（監査等委員）市川公雄氏は、株式会社富士テクノホールディングス会長室室長及

び首都圏デジタル産業健康保険組合顧問を兼任しております。

当社と、株式会社富士テクノホールディングス及び首都圏デジタル産業健康保険組合との

間に特別の関係はありません。

・取締役（監査等委員）熊谷輝美氏は、税理士法人FULL SUPPORT小田原事務所長、爽監査法

人代表社員及び湯河原町代表監査委員を兼任しております。

当社と、税理士法人FULL SUPPORT、爽監査法人及び湯河原町との間に特別の関係はありま

せん。
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出席状況、発言状況及び
社外取締役に期待される役割に関して行った職務の概要

取締役（監査等委員）

市 川 公 雄

当事業年度に開催された取締役会14回全てに出席し、必要に応じ、長年金融業

に携わってきた経験及び他社での企業経営経験に基づき発言を行っており、意

思決定の妥当性・適正性を確保するための適切な役割を果たしております。

また、2022年３月以前は指名・報酬委員会の委員長、2022年４月以降は委員と

して、当事業年度に開催された指名・報酬委員会10回全てに出席し、客観的・

中立的立場で当社の役員候補者の選定や役員報酬等の決定過程における監督機

能を担っております。

さらに、当事業年度に開催された監査等委員会10回全てに出席し、監査結果に

ついての意見交換等、他社での企業経営経験に基づき適宜、必要な発言を行っ

ております。

取締役（監査等委員）

熊 谷 輝 美

当事業年度に開催された取締役会14回全てに出席し、必要に応じ、公認会計士

としての専門的見地から、取締役会の意思決定の妥当性・適正性を確保するた

めの適切な役割を果たしております。

また、2022年３月以前は指名・報酬委員会の委員、2022年４月以降は委員長と

して、当事業年度に開催された指名・報酬委員会10回全てに出席し、客観的・

中立的立場で当社の役員候補者の選定や役員報酬等の決定過程における監督機

能を担っております。

さらに、当事業年度に開催された監査役会４回全てに、監査等委員会10回全て

に出席し、監査結果についての意見交換等、専門的見地から適宜、必要な発言

を行っております。

ロ. 当事業年度における主な活動状況
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① 名称 興亜監査法人

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 21,000千円

当社及び子会社が支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 21,000千円

(4) 会計監査人の状況

② 報酬等の額

（注） １. 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査

の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できないため、イ．の当事業年度に係

る報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

２. 監査等委員会は、前事業年度の監査実績の分析・評価、監査計画における監査時間・配員計画、会

計監査人の職務遂行状況、報酬額見積の相当性などを確認し、検討した結果、会計監査人の報酬額

につき会社法第399条第１項の同意を行っております。

③ 会計監査人の解任又は不再任の決定の方針

　監査等委員会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると判断した

場合は、株主総会に提出する会計監査人の解任又は不再任に関する議案の内容を決定いたしま

す。

　また、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認められる場合

は、監査等委員全員の同意に基づき、会計監査人を解任いたします。この場合、監査等委員会

が選定した監査等委員は、解任後最初に招集される株主総会において、会計監査人を解任した

旨及びその理由を報告いたします。

④ 責任限定契約の内容の概要

　該当事項はありません。
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(5) 剰余金の配当等の決定に関する方針

　当社は、将来の事業展開と経営体質強化のために必要な内部留保を確保しつつ、安定した剰

余金の配当を継続して実施していくことを基本方針としております。なお、当社の剰余金の配

当は、期末配当の年１回を基本的な方針としております。

　配当を実施するにあたっては配当性向を重要な指標とし、毎期30％の配当性向を確保するこ

とを目標としております。加えて、業績にかかわらず安定配当部分として15円を配当すること

といたします。これにより、連結当期純利益の30％が安定配当部分の総額を上回った場合は、

安定配当部分に業績連動部分も含めて、連結当期純利益の30％を配当することといたします。
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連 結 貸 借 対 照 表

資 産 の 部 負 債 の 部

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形 及 び 売 掛 金

電 子 記 録 債 権

商 品 及 び 製 品

仕 掛 品

原 材 料

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物 及 び 構 築 物

機械装置及び運搬具

工具、器具及び備品

土 地

リ ー ス 資 産

無 形 固 定 資 産

の れ ん

顧 客 関 連 資 産

ソ フ ト ウ エ ア

そ の 他

投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金
　

4,253,323

1,919,284

1,413,181

23,799

33,188

429,471

396,373

49,458

△11,434

1,163,190

760,183

321,770

124

50,036

379,971

8,280

120,216

34,790

6,600

72,386

6,439

282,790

186,026

41,340

80,575

△25,151
　

流 動 負 債 1,141,819

支 払 手 形 及 び 買 掛 金 248,366

電 子 記 録 債 務 267,541

短 期 借 入 金 280,000

1 年 内 返 済 予 定 の
長 期 借 入 金

53,484

リ ー ス 債 務 1,440

未 払 法 人 税 等 15,346

賞 与 引 当 金 33,457

製 品 保 証 引 当 金 61,651

そ の 他 180,531

固 定 負 債 539,107

長 期 借 入 金 222,322

リ ー ス 債 務 6,840

役 員 退 職 慰 労 引 当 金 5,227

退 職 給 付 に 係 る 負 債 228,777

資 産 除 去 債 務 19,759

そ の 他 56,181

負 債 合 計 1,680,926

純 資 産 の 部

株 主 資 本 3,670,351

資 本 金 333,459

資 本 剰 余 金 313,459

利 益 剰 余 金 3,023,958

自 己 株 式 △525

その他の包括利益累計額 65,235

その他有価証券評価差額金 65,235

純 資 産 合 計 3,735,587

資 産 合 計 5,416,514 負 債 及 び 純 資 産 合 計 5,416,514

（2022年12月31日現在）
（単位：千円）
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連 結 損 益 計 算 書

( 2022年１月１日から
2022年12月31日まで )

科 目 金 額

売上高 4,687,465

売上原価 3,628,963

売上総利益 1,058,501

販売費及び一般管理費 1,033,068

営業利益 25,433

営業外収益

受取利息 44

受取配当金 3,397

受取手数料 5,059

受取保険料 2,350

その他 1,943 12,795

営業外費用

支払利息 3,666

支払手数料 3,999

その他 0 7,666

経常利益 30,561

特別利益

固定資産売却益 6,953 6,953

特別損失

固定資産除却損 0

ゴルフ会員権評価損 3,710 3,710

税金等調整前当期純利益 33,805

法人税、住民税及び事業税 28,123

法人税等調整額 48,256 76,380

当期純損失 42,575

親会社株主に帰属する当期純損失 42,575

（単位：千円）
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貸 借 対 照 表

資 産 の 部 負 債 の 部

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形

電 子 記 録 債 権

売 掛 金

商 品 及 び 製 品

仕 掛 品

原 材 料

前 渡 金

前 払 費 用

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

構 築 物

機 械 及 び 装 置

工具、器具及び備品

土 地

リ ー ス 資 産

無 形 固 定 資 産

ソ フ ト ウ エ ア

そ の 他

投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

出 資 金

長 期 前 払 費 用

破 産 更 生 債 権 等

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金
　

3,841,937

1,596,489

40,560

4,653

1,268,902

33,188

467,307

386,126

9,360

6,417

39,631

△10,700

1,096,634

757,000

312,458

7,271

53

48,975

379,961

8,280

71,366

67,359

4,007

268,266

186,026

48,099

500

584

965

10,917

46,039

△24,865
　

流 動 負 債 996,335
支 払 手 形 35,138

電 子 記 録 債 務 267,541

買 掛 金 310,122

短 期 借 入 金 150,000

1 年 内 返 済 予 定 の
長 期 借 入 金

20,004

リ ー ス 債 務 1,440

未 払 金 69,183

未 払 費 用 39,904

前 受 金 1,660

預 り 金 15,420

賞 与 引 当 金 23,615

製 品 保 証 引 当 金 61,651

そ の 他 651

固 定 負 債 396,764

長 期 借 入 金 159,992

リ ー ス 債 務 6,840

退 職 給 付 引 当 金 209,377

資 産 除 去 債 務 10,350

そ の 他 10,204

負 債 合 計 1,393,099

純 資 産 の 部

株 主 資 本 3,480,237

資 本 金 333,459

資 本 剰 余 金 313,459

資 本 準 備 金 313,459

利 益 剰 余 金 2,833,844

利 益 準 備 金 5,000

そ の 他 利 益 剰 余 金 2,828,844

繰 越 利 益 剰 余 金 2,828,844

自 己 株 式 △525

評 価 ・ 換 算 差 額 等 65,235

その他有価証券評価差額金 65,235

純 資 産 合 計 3,545,472

資 産 合 計 4,938,572 負 債 及 び 純 資 産 合 計 4,938,572

（2022年12月31日現在）
（単位：千円）
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損 益 計 算 書

( 2022年１月１日から
2022年12月31日まで )

科 目 金 額

売上高 4,278,806

売上原価 3,481,577

売上総利益 797,228

販売費及び一般管理費 844,719

営業損失 47,490

営業外収益

受取利息 0

有価証券利息 44

受取配当金 3,397

受取賃貸料 7,200

受取事務手数料 15,456

受取手数料 5,059

その他 1,635 32,792

営業外費用

支払利息 2,512

支払手数料 3,999

その他 0 6,513

経常損失 21,211

特別利益

固定資産売却益 6,953 6,953

特別損失

固定資産除却損 0

関係会社株式評価損 5,900

ゴルフ会員権評価損 3,710 9,610

税引前当期純損失 23,868

法人税、住民税及び事業税 1,871

法人税等調整額 48,568 50,440

当期純損失 74,309

（単位：千円）
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独立監査人の監査報告書
2023年２月16日

株式会社小田原機器

取締役会　御中

興亜監査法人
東京都千代田区

指 定 社 員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 柿 原 　 佳 孝

指 定 社 員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 近 田 　 直 裕
　
監査意見

　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社小田原機器の2022年1月1日から2022年12

月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等

変動計算書及び連結注記表について監査を行った。

　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して、株式会社小田原機器及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損

益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準における当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記載されている。当監

査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、

監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切

な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容

　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し

開示することにある。また、監査等委員会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用にお

ける取締役の職務の執行を監視することにある。

　当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人

はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。

　連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、そ

の他の記載内容と連結計算書類又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか

検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注

意を払うことにある。

　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その

事実を報告することが求められている。

　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

連結計算書類に係る会計監査報告
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連結計算書類に対する経営者及び監査等委員会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を

作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作

成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成することが適

切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企

業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することに

ある。

連結計算書類の監査における監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤謬による重

要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結計算書

類に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又

は集計すると、連結計算書類の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があ

ると判断される。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業

的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応し

た監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基

礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・　連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人

は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統

制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積り

の合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監

査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性

が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報

告書において連結計算書類の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結計算書類

の注記事項が適切でない場合は、連結計算書類に対して除外事項付意見を表明することが求められてい

る。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況によ

り、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及び内容、並びに連

結計算書類が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

・　連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な

監査証拠を入手する。監査人は、連結計算書類の監査に関する指示、監督及び実施に関して責任がある。

監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。
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　監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部

統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について

報告を行う。

　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこ

と、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するた

めにセーフガードを講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係

　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利

害関係はない。

以　上
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独立監査人の監査報告書
2023年２月16日

株式会社小田原機器

取締役会　御中

興亜監査法人
東京都千代田区

指 定 社 員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 柿 原 　 佳 孝

指 定 社 員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 近 田 　 直 裕
　
監査意見

　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社小田原機器の2022年1月1日から

2022年12月31日までの第44期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計

算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」という。）について監査を行った。

　当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠

して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているも

のと認める。

監査意見の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査

法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのそ

の他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手

したと判断している。

その他の記載内容

　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し

開示することにある。また、監査等委員会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用にお

ける取締役の職務の執行を監視することにある。

　当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人は

その他の記載内容に対して意見を表明するものではない。

　計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その

他の記載内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討

すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を

払うことにある。

計算書類に係る会計監査報告
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　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その

事実を報告することが求められている。

　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

計算書類等に対する経営者及び監査等委員会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等を作

成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し

適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適切で

あるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に

関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することに

ある。

計算書類等の監査における監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による重要

な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類等に

対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集

計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判

断される。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業

的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応し

た監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基

礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・　計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人

は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統

制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積り

の合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。
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・　経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査

証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が

認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告

書において計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する計算書類等の注記

事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人

の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継

続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠

しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計算書

類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

　監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部

統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について

報告を行う。

　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこ

と、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するた

めにセーフガードを講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
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監　査　報　告　書

　当監査等委員会は、2022年１月１日から2022年12月31日までの第44期事業年度における取締役の職務の執

行について監査いたしました。その方法及び結果につき以下のとおり報告いたします。

１. 監査の方法及びその内容

　監査等委員会は、会社法第399条の13第1項第1号ロ及びハに掲げる事項に関する取締役会決議の内容

並びに当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について、取締役及び使用人等から

その構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明するとと

もに、下記の方法で監査を実施しました。

①　監査等委員会が定めた監査の方針、職務の分担等に従い、会社の内部統制部門と連携の上、取締役

会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行に関する事項の報告を受け、

必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産

の状況を調査しました。また、子会社については、子会社の取締役、監査役及び使用人等と意思疎通

及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。

②　会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するととも

に、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。ま

た、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第

131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（2005年10月28日企業会計審議会）等に

従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

監査等委員会の監査報告
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２. 監査の結果

(1) 事業報告等の監査結果

① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認め

ます。

② 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認められま

せん。

③ 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制シス

テムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められ

ません。

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果

会計監査人興亜監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

(3) 連結計算書類の監査結果

会計監査人興亜監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2023年２月24日

株 式 会 社 小 田 原 機 器 　 監 査 等 委 員 会

常勤監査等委員 平 野 光 利 ㊞

監査等委員 市 川 公 雄 ㊞

監査等委員 熊 谷 輝 美 ㊞

（注）監査等委員市川公雄及び熊谷輝美は、会社法第２条第15号及び第331条第6項に規定する社

外取締役であります。

以　上
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株主総会参考書類

議案及び参考事項
第１号議案 剰余金処分の件

　当社は株主の皆様への利益還元を経営上の最重要課題のひとつと考え、配当方針に基づき、以下の

とおり期末配当をいたしたいと存じます。

① 配当財産の種類

金銭といたします。

② 配当財産の割当てに関する事項及びその総額

当社普通株式１株につき金15円といたしたいと存じます。

なお、この場合の配当総額は46,999,320円となります。

③ 剰余金の配当が効力を生じる日

2023年３月24日
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候補者
番 号

氏名
（生年月日）

略歴、当社における地位及び担当
（重要な兼職の状況）

所有する当
社の株式数

１

まる

丸

 

　
やま

山

 

　
あき

明

 

　
よし

義
（1959年５月３日生）

1981年２月　当社入社
1997年４月　営業部関西営業所長
2013年11月　営業部長兼関西営業所長
2014年３月　取締役営業部長
2016年３月　常務取締役営業部長
2017年10月　常務取締役営業部長兼情報機器システム部担

当
2019年１月　常務取締役営業部兼情報機器システム部担当
2019年３月　代表取締役社長営業部兼技術部兼情報機器シ

ステム部担当
2022年１月　代表取締役社長営業部兼技術部担当（現任）
（重要な兼職の状況）

株式会社オーバルテック取締役
株式会社アズマ代表取締役社長

31,300株

（取締役候補者とした理由）
当社営業部での長年の豊富な業務経験、加えて事業領域全般に関する幅広い識見を活かし、代表取締役社長
として、当社グループの事業戦略を主体的に推進しております。同氏が当社グループの成長戦略の牽引及び
企業価値の向上に必要不可欠な人材であり、引き続き取締役候補者として選任をお願いするものでありま
す。

第２号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く。）３名選任の件

取締役（監査等委員である取締役を除く。以下、本議案において同じ。）全員（３名）は、本総会

終結の時をもって任期満了となります。

つきましては、取締役３名の選任をお願いいたしたいと存じます。

なお、本議案について、監査等委員会において検討がなされましたが、特段指摘すべき事項はござ

いませんでした。

取締役候補者は、次のとおりであります。
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候補者
番 号

氏名
（生年月日）

略歴、当社における地位及び担当
（重要な兼職の状況）

所有する当
社の株式数

２

さ

佐

 

　
とう

藤

 

　
けん

健

 

　
いち

一
（1964年11月３日生）

1984年７月　当社入社
1996年４月　製造部グループ長
2003年４月　総務部グループ長
2009年３月　株式会社オーバルテック取締役製造部長
2019年３月　当社執行役員

株式会社オーバルテック代表取締役社長
2020年３月　取締役管理部長兼製造部担当
2021年３月　常務取締役管理部長兼製造部担当
2022年３月　常務取締役管理部長兼製造部兼品質保証部担

当（現任）
（重要な兼職の状況）

株式会社オーバルテック取締役
ソタシステム株式会社取締役
株式会社アズマ取締役

16,500株

（取締役候補者とした理由）
当社製造部門を中心とした長年の豊富な業務経験に加え、当社サービス子会社である株式会社オーバルテッ
クの代表取締役社長としての経験を活かし、現任の常務取締役として、経営戦略を担う管理部、付加価値の
源泉をなす製造部、製品品質の向上を担う品質保証部を担当し、持続的な成長構造づくりに貢献しておりま
す。同氏が当社グループの企業価値の向上に資する人材であり、引き続き取締役候補者として選任をお願い
するものであります。

３

つ

津

 

　
がわ

川

 

　
なお

直

 

　
き

樹
（1984年３月10日生）

2007年９月　当社入社
2008年11月　総務課グループ長
2013年４月　営業部グループ長
2015年10月　総務部グループ長
2016年３月　総務部経営企画室長
2019年１月　総務部長
2020年３月　管理部付部長
2022年３月　取締役（現任）
（重要な兼職の状況）

ソタシステム株式会社代表取締役社長

39,441株

（取締役候補者とした理由）
総務・人事、営業並びに経営企画を中心とした豊富な業務経験に加えて、オムロングループ会社への出向を
経験するなど、多様なビジネスキャリアを積んでおります。また、子会社であるソタシステム株式会社の代
表取締役社長として、グループのコアコンピタンス強化を主導しております。同氏が当社グループの企業価
値の向上に資する人材であり、引き続き取締役候補者として選任をお願いするものであります。

（注）１．各候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。

２．当社は、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結して

おり、被保険者の賠償責任を当該保険契約によって補填することとしております。各候補者が取締役

に選任され就任した場合は、当該保険契約の被保険者となります。また、当該保険契約は次回更新時

においても同内容での更新を予定しております。

以　上
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メモ欄
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メモ欄
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ＪＲ線、小田急線、大雄山線　小田原駅東口より

徒歩：15分、タクシー：３分

バス：乗車時間約５分　箱根登山バス「元箱根港・箱根町港・桃源台方面」行き（③・④乗場）

または伊豆箱根バス「箱根園方面」行き（⑤乗場）に乗車し「箱根口」から下車徒歩３分

西湘バイパス小田原ＩＣより車で５分（上り入口・下り出口）

小田原厚木道路荻窪ＩＣより車で５分（厚木方面のみ出入口）

※会場駐車場は、駐車台数に限りがありますので、あらかじめご了承願います。

※株主総会にご来場の株主様へのお土産のご用意はございません。

何卒ご理解くださいますようお願い申しあげます。



上記事項につきましては、法令及び当社定款第14条の規定に基づ

き、書面交付請求をいただいた株主様に対して交付する書面には記

載しておりません。

なお、本株主総会におきましては、書面交付請求の有無にかかわら

ず、株主の皆様に電子提供措置事項から上記事項を除いたものを記

載した書面を一律でお送りいたします。

第44期定時株主総会資料

電子提供措置事項のうち法令及び定款に基づく

書面交付請求による交付書面に記載しない事項

Ⅰ 事業報告の「業務の適正を確保するための体制」
Ⅱ 事業報告の「会社の支配に関する基本方針」
Ⅲ 連結計算書類の「連結株主資本等変動計算書」
Ⅳ 連結計算書類の「連結注記表」
Ⅴ 計算書類の「株主資本等変動計算書」
Ⅵ 計算書類の「個別注記表」

株式会社小田原機器



Ⅰ 事業報告の「業務の適正を確保するための体制」

業務の適正を確保するための体制

　当社グループ（当社並びに子会社である株式会社オーバルテック、ソタシ

ステム株式会社及び株式会社アズマ）は、社会的責任を果たす永続企業であ

り続けるために、株主や取引先等のステークホルダーをはじめとする社会へ

の貢献と、法令遵守の徹底、適正な利益の追求、経営の透明性と健全性の確

保を通じて、社会的信頼を持続していくことを主眼に企業統治を行っており

ます。

　このような理念のもと、当社グループでは、会社法第399条の13第１項第

１号ロ及びハ並びに会社法施行規則第110条の４第１項及び第２項の規定に

従い、次のとおり当社グループの「内部統制システム構築の基本方針」を決

定し、更なる企業価値の向上を図ってまいります。

１. 当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体

制

　当社の関係会社は、子会社である株式会社オーバルテック、ソタシステム

株式会社及び株式会社アズマの３社であります。

　株式会社オーバルテックにつきましては、当社の取締役及び使用人が当該

子会社の非常勤取締役及び監査役を兼務し、また、ソタシステム株式会社に

つきましては、当社の取締役及び使用人が当該子会社の非常勤取締役及び監

査役を兼務し、また、株式会社アズマにつきましても、当社の取締役及び使

用人が当該子会社の非常勤取締役及び監査役を兼務することで企業集団の統

制を図り、業務の適正を確保しております。また、当社の取締役会及びその

他の重要な会議において子会社の取締役等より業務執行の状況を報告してお

り、加えて、損失の危険の管理等については当社の規程を準用することによ

り、当社と一体的に管理しております。
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２. 当社及び子会社の取締役並びに使用人の職務の執行が法令及び定款に適合

することを確保するための体制

　当社グループは、社会的信頼を持続し、社会的責任を果たす永続企業であ

り続けるために、コンプライアンスの徹底が経営の重要課題であると認識し

ております。当社グループでは、このような考えのもと、コンプライアンス

における当社グループ全役職員の行動基準として「行動規範」を定め、当該

規範の啓蒙と継続的な教育により、当社グループ全役職員が高い倫理観に基

づいて行動し、公正且つ透明性の高い経営体制を確立していくことを目指し

ております。

(1)「コンプライアンスマニュアル」の制定

　コンプライアンスにおける当社グループ全役職員の行動基準となる「行動

規範」をもとに、業務執行に係る具体的な行動指針として「コンプライアン

スマニュアル」を制定しており、当社及び子会社の取締役会の適正な運営を

はじめ、社内規程の遵守による相互牽制機能の十分な発揮と、継続的な社員

教育の徹底によって法令遵守体制を確立しております。

(2)実効性の高い内部監査の実施

　当社グループは、法令遵守体制の監視及び業務執行の適切性の確保を目的

として、社長直轄の組織である内部監査室を設置しております。内部監査室

は、各業務が法令及び定められた社内規程に従って、適正且つ合理的に執行

されていることを定期的に監査し、その結果を代表取締役社長へ報告すると

ともに、問題がある事項については、速やかに改善をするよう各部署へ指示

しております。また、当社の内部監査室が定期的に実施する内部監査によ

り、子会社の業務が「関係会社管理規程」及び当社の経営方針に基づいて、

適切に運営されていることを確認する体制とすることで、業務の適正を確保

しております。

(3)内部通報制度の整備

　当社グループは、コンプライアンスに関する相談又は不正行為等の通報の

受け皿として内部通報制度を整備し、通報者の保護を図るため、「内部通報

規程」を制定しております。内部通報制度の適切な運用を通じて、コンプラ

イアンスに係る情報を、全役職員から広く収集いたします。

(4)反社会的勢力との関係遮断

　当社グループは、反社会的勢力との関係遮断は企業に課された重要な使命

であると認識しており、「コンプライアンスマニュアル」において、対応部

署及び対応方法を具体的に定め、反社会的勢力による被害を未然に防ぐとと

もに、組織として毅然たる態度で対処する姿勢を示しております。また、営

業活動等で収集した情報をデータベース化し、それを活用することにより、

反社会的勢力との接触を事前に防止する体制を構築しております。
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３. 当社及び子会社の取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する

体制

　取締役会議事録等重要な会議の議事録並びに稟議書等、当社及び子会社の

取締役の職務の執行に係わる文書及び情報については、文書の取扱い（作

成、保存及び廃棄等）について定めた「文書管理規程」並びに重要情報の取

扱いについて定めた「内部情報管理規程」及び「社内情報管理システム運用

規程」に基づき、適切に保存及び管理しております。また、当社及び子会社

の取締役及び監査役は、これらの文書等を常時閲覧できることとしておりま

す。

　経営に関する重要情報について、閲覧権限を明確化し、さらにそれを周知

徹底するとともに、重要情報の取扱いに関する当社グループ全役職員への経

常的な教育を実施し、情報管理体制を強化しております。

４. 当社及び子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制

　当社グループは、適切な職務権限の委譲のもと、各役職員の責任の範囲内

で日々の事業履行に伴うリスク管理を行っており、その範囲を超えるものに

ついては、稟議書、その他重要性に応じた会議体での検討及び承認のプロセ

スを経ることでリスク管理の適切性を確保しております。この他に、当社グ

ループに損害を及ぼす様々なリスクについて、リスクに対する具体的な対処

方法及び管理の体制等について定めた「リスク管理規程」を制定し、当該規

程に沿って適切なリスク管理体制を整備しております。また、事前に識別、

分析、評価及び予防措置を検討するため、「リスク管理委員会」を設置して

おります。

　加えて、緊急時、当社グループに損害又は損失等が発生しつつある状況に

おいては、その状況からすみやかに脱却することを目的として、「危機管理

本部」を設置いたします。

　また、地震等の大規模災害により緊急事態に陥った際、業務の早期回復を

行うため、発生時から復旧に向けての対策を織り込んだ「事業継続計画（Ｂ

ＣＰ）」を策定しております。

(1)予防的なリスク管理の体制

　「リスク管理委員会」は、各部署に係るリスクを事前に識別、分析及び評

価のうえ、その予防措置を検討しております。取締役会において当該検討結

果の報告を行うこととし、取締役会は具体的な対処を各部署に指示するとと

もに、その進捗を管理しております。また、定期的なリスクの見直しを実施

することにより、リスク管理の実効性を確保しております。
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(2)緊急時の体制

　当社グループに損害又は損失等が発生しつつある状況においては、その緊

急性及び重要性を考慮した上で、当社の代表取締役社長を本部長とする「危

機管理本部」を設置し、損失の極小化に努めるものといたします。

　「危機管理本部」は、その職務を行うために各部門に対して必要な指示又

は命令を行い、それを受けた役員及び部門は、当該指示又は命令に従って、

その職務遂行のプロセス及び結果について、迅速且つ適切に危機管理本部に

報告をする体制としております。また、事案の対処終了後には事業戦略会議

にて報告するものといたします。

５. 当社及び子会社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保する

ための体制

　当社及び子会社は、取締役会を毎月開催するほか、迅速な経営判断を促

し、経営効率を向上させるため、当社及び子会社の取締役、監査役及び各部

関係者が出席する、事業戦略会議を毎月定期的に（必要な場合は随時）開催

しております。事業戦略会議その他の会議体において経営課題並びにリスク

管理等に係る経営課題を適宜審議し、適切な職務執行を図ってまいります。

(1)経営状態の管理

　当社グループは、現在及び将来の事業環境を踏まえ、中期的な経営指標と

なる中期経営計画を策定しております。この中期経営計画に基づいて、各部

署は計画達成に向けた具体策を立案及び実行し、その進捗状況を事業戦略会

議及び取締役会に対して定期的に報告するものといたします。また、年度予

算を当該中期経営計画達成のための重要なマイルストーンとして位置づけて

おり、事業戦略会議及び取締役会において年度予算の達成状況を管理するこ

とにより、業務執行を適切に監督いたします。

(2)業務執行の管理

　「業務分掌規程」、「職務権限規程」及びその他の社内規程に基づき、当

社グループ全役職員の業務分担及び権限を明確に分別し、適正な管理水準を

維持できる体制としております。

　また、重要な案件については、稟議書又はその他重要性に応じた会議体で

の検討及び承認のプロセスを経ることにより、効率性と網羅性の双方を高い

水準で確保しております。
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６. 当社の監査等委員会の職務を補助すべき取締役及び使用人に関する事項及

び当該取締役及び使用人の他の取締役（監査等委員である取締役を除

く。）からの独立性に関する事項並びに当該取締役及び使用人に対する指

示の実効性の確保に関する事項

　現在、監査等委員会の職務を補助すべき使用人は専任ではおりませんが、

監査等委員会からの求めに応じて職務を補助するための使用人を置くことと

し、その人事については事前に取締役（監査等委員である取締役を除く。）

と監査等委員会が意見交換を行い、決定することといたします。監査等委員

会の職務を補助すべき使用人を置く場合、当該使用人は業務執行上の指揮命

令系統には属さず、監査等委員会の指示命令に従うものとし、そのことを当

社及び子会社の取締役及び使用人に周知することで、監査等委員会の指示の

実効性を確保するものといたします。

　また、前述の使用人の任命、解任、評価、人事異動、懲戒及び賃金等の改

定については監査等委員会の同意を得た上で決定することとし、取締役（監

査等委員である取締役を除く。）からの独立性を確保するものといたしま

す。

７. 当社及び子会社の取締役(監査等委員である取締役を除く。)及び使用人が

監査等委員会に報告するための体制、その他の監査等委員会への報告に関

する体制

　当社の監査等委員及び子会社の監査役は、当社及び子会社の取締役会及び

その他の重要な会議に出席するほか、当社及び子会社の取締役(監査等委員

である取締役を除く。)及び使用人から、重要事項の報告を受けるものとし

ます。また、当社及び子会社の取締役(監査等委員である取締役を除く。)及

び使用人は、会社に重大な損失を与える事項が発生したとき、発生するおそ

れがあるとき、違法又は不正な行為を発見したとき又はその他、監査等委員

会が報告すべきと定めた事項が生じたときは、遅滞なく監査等委員会に報告

するものといたします。なお、当社及び子会社の取締役(監査等委員である

取締役を除く。)及び使用人が当該報告をしたことで不利な取扱いを受けな

いよう保護する旨を、「内部通報規程」にて定めております。

　当該報告体制に関する実効性を確保するため、「監査等委員会規程」及び

「監査等委員会監査等基準」に基づいて、①監査等委員が出席すべき会議　

②監査等委員に議事録を送付し閲覧に供すべき会議　③監査等委員会に定例

的に又は随時報告すべき事項を明確に定め、当社及び子会社の取締役(監査

等委員である取締役を除く。)に対して周知いたします。

－ 5 －



８. 当社の監査等委員及び子会社の監査役の職務の執行について生ずる費用の

前払又は償還の手続きその他の当該職務の執行について生ずる費用又は債

務の処理に係る方針に関する事項

　当該方針は特に定めておりませんが、当社の監査等委員及び子会社の監査

役の職務の執行について生じた費用は、その職務の執行に必要でないと認め

られた場合を除き、速やかに処理しております。

９. その他当社の監査等委員会及び子会社の監査役の監査が実効的に行われる

ことを確保するための体制

　当社の監査等委員会及び子会社の監査役は、会計監査人及び内部監査室と

定期的な報告会を開催し、積極的に意見及び情報の交換を行い、効果的な監

査を実施するよう努めております。また当社の監査等委員会、子会社の監査

役及び監査役会は、当社の代表取締役社長と定期的に会合をもち、当社の代

表取締役社長の経営方針を確認するとともに、当社グループが対処すべき課

題、当社グループを取り巻くリスクのほか、当社の監査等委員会監査及び子

会社の監査役監査の環境整備の状況及び監査上の重要課題等について意見を

交換し、当社の代表取締役社長との相互認識と信頼関係を深めるよう努めて

おります。

10. 財務報告の信頼性確保のための体制

　当社グループは、財務報告の信頼性の確保及び適正な財務諸表の作成のた

め、「財務報告に係る内部統制基本方針書」を定め、当社の代表取締役社長

の指示のもと内部統制システムを構築しております。また、本システムが適

正に機能し、運用が継続されるように評価及び是正を行ってまいります。

業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要

　2023年１月13日開催の取締役会にて、当連結会計年度の「内部統制システ

ム構築の基本方針」の進捗状況が報告され、特段の支障及び懸案事項は認め

られなかった旨を確認しております。

　当連結会計年度における当社グループの主な取組みは下記のとおりであり

ます。

１. 当社及び子会社の取締役並びに使用人の職務の執行が法令及び定款に適

合することを確保するための体制

　内部通報制度を適切に運用するとともに、年間監査計画に基づき内部監

査室による内部監査を実施し、業務が適切に運営されていることを確認し

ております。
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　反社会的勢力への対応については、当該勢力との関係を遮断するため

「神奈川県企業防衛対策協議会」（神企防）に加盟しており、継続的に情

報を収集しております。

２. 当社及び子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制

　「リスク管理委員会」を定例的に開催し、当社グループを取り巻くリス

ク項目について討議したうえで、対策を進めております。

　地震等の大規模災害発生時の対策を織り込んで策定した「事業継続計画

（ＢＣＰ）」については、実地訓練を含めた各種訓練を定期的に実施して

おります。

３. 当社及び子会社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保す

るための体制

　当連結会計年度は当社の取締役会を14回、事業戦略会議を13回開催し、

経営上の重要な意思決定を機動的に行うとともに、事業の運営状況に関す

る定期的な報告及び協議が行われております。

　また、「当期における取締役会の活動状況の総括」及び「今後のコーポ

レート・ガバナンスに関する体制・課題の検討」等を目的として、当連結

会計年度に関する「取締役会の実効性評価」を実施し、運営の改善を図っ

ております。

４. その他当社の監査等委員会及び子会社の監査役の監査が実効的に行われ

ることを確保するための体制

　当連結会計年度は当社の監査役会を４回、監査等委員会を10回開催し、

監査に関する重要な事項について協議及び決議を行っております。

　監査等委員会は会計監査人及び内部監査室と定期的な報告会を開催する

とともに、代表取締役及び業務執行取締役と定期的に会合の場を持ち、意

見交換により相互認識と信頼関係を深めるよう努めております。

　また、常勤監査等委員は社内の各種会議に出席し、社内の業務状況につ

いて法令・定款に違反していないかなどを確認するとともに、必要に応じ

意見を述べております。
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Ⅱ 事業報告の「会社の支配に関する基本方針」

　当社では、会社の財務及び事業の方針の決定を支配する者のあり方に関す

る基本方針は定めておりません。
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連結株主資本等変動計算書

( 2022年１月１日から
2022年12月31日まで )

株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株 主 資 本 合 計

2 0 2 2 年 １ 月 １ 日 残 高 330,328 310,328 3,212,582 △513 3,852,726

会計方針の変更による

累積的影響額
△99,239 △99,239

会計方針の変更を反映した

当期首残高
330,328 310,328 3,113,343 △513 3,753,487

連結会計年度中の変動額

新株の発行 3,130 3,130 6,261

剰余金の配当 △46,809 △46,809

親会社株主に帰属する

当期純損失（△）
△42,575 △42,575

自己株式の取得 △11 △11

株主資本以外の項目の連結会

計年度中の変動額（純額）

連結会計年度中の変動額合計 3,130 3,130 △89,384 △11 △83,135

2 0 2 2 年 1 2 月 3 1 日 残 高 333,459 313,459 3,023,958 △525 3,670,351

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額

純 資 産 合 計
そ の 他 有 価 証

券 評 価 差 額 金

そ の 他 の 包 括 利 益

累 計 額 合 計

2 0 2 2 年 １ 月 １ 日 残 高 50,986 50,986 3,903,713

会計方針の変更による

累積的影響額
△99,239

会計方針の変更を反映した

当期首残高
50,986 50,986 3,804,473

連結会計年度中の変動額

新株の発行 6,261

剰余金の配当 △46,809

親会社株主に帰属する

当期純損失（△）
△42,575

自己株式の取得 △11

株主資本以外の項目の連結会

計年度中の変動額（純額）
14,249 14,249 14,249

連結会計年度中の変動額合計 14,249 14,249 △68,886

2 0 2 2 年 1 2 月 3 1 日 残 高 65,235 65,235 3,735,587

Ⅲ 連結計算書類の「連結株主資本等変動計算書」

（単位：千円）
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・市場価格のない

　株式等以外のもの

　時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理

し、売却原価は移動平均法により算定）を採用して

おります。

Ⅳ 連結計算書類の「連結注記表」

連結注記表

１. 連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項等

(1) 連結の範囲に関する事項

連結子会社の状況

・連結子会社の数 ３社

・連結子会社の名称 株式会社オーバルテック

ソタシステム株式会社

株式会社アズマ

(2) 持分法の適用に関する事項

該当事項はありません。

(3) 連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社の事業年度の末日は、連結決算日と一致しております。

(4) 会計方針に関する事項

① 重要な資産の評価基準及び評価方法

イ. その他有価証券

・市場価格のない株式等 　移動平均法による原価法を採用しております。

ロ. 棚卸資産

・商品、製品、原材料及び仕掛品 　総平均法（月別）による原価法（貸借対照表価額は

収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

を採用しております。

② 重要な減価償却資産の減価償却の方法

イ. 有形固定資産（リース資産を除く）

　定率法を採用しております。

　ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物

附属設備を除く）並びに2016年４月１日以降に取得し

た建物附属設備及び構築物については、定額法を採用

しております。

ロ. 無形固定資産（リース資産を除く）

　定額法を採用しております。

　なお、自社利用のソフトウエアについては、社内に

おける利用可能期間（５年）に基づく定額法によって

おります。
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ハ. リース資産

・所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　リース期間を耐用年数として、残存価額を零とする

定額法を採用しております。

③ 重要な引当金の計上基準

イ. 貸倒引当金 　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権に

ついては貸倒実績等を勘案して必要額を、貸倒懸念債

権等特定の債権については個別に回収可能性を検討

し、回収不能見込額を計上しております。

ロ. 賞与引当金 　従業員に対して支給する賞与の支出に備えるため､ 

支給見込額のうち当連結会計年度に負担すべき額を計

上しております。

ハ. 製品保証引当金 　保証期間内に発生する無償修理に対する支出に備え

るため、過去の実績率等を基礎として無償修理費の見

積額を計上しております。

ニ. 受注損失引当金 　受注契約に係る将来の損失に備えるため、当連結会

計年度末における受注契約に係る損失見積額を計上し

ております。

ホ. 役員退職慰労引当金 　連結子会社の役員の退職慰労金の支出に備えるた

め、規程に基づく当連結会計年度末要支給額を計上し

ております。

④ 重要な収益及び費用の計上基準

　当社グループは、主として路線バス及びワンマン鉄道車両での運賃収受機器等の設計、

開発、製造、販売及びメンテナンスサービスを行っている運賃収受機器事業と、主に交通

系インフラ案件、ＥＴＣ関連開発案件及びその他社会インフラ系案件のシステム開発、エ

ンジニアリング、ソフトウエア設計並びにシステム及び機器の輸出入販売を行っているシ

ステム開発事業を展開しております。

　運賃収受機器事業の販売、システム開発事業の開発及び商品販売等については、顧客が

検収した時点において顧客が当該製品及び商品に対する支配を獲得し、履行義務が充足さ

れると判断していることから主として当該製品及び商品の顧客の検収時点で収益を認識し

ております。

　ただし、出荷から引き渡しまでごく短期間で行われる製品については、出荷した時点に

おいて当該製品の支配が顧客に移転されると判断し、出荷時点で収益を認識しておりま

す。

　運賃収受機器事業のメンテナンスサービス等については、一定の期間にわたり履行義務

を充足する取引であり、経過期間に応じて収益を認識しております。

　買戻し契約に該当する有償支給取引については、支給先から受け取る対価を収益として

認識していません。なお、取引の対価は、履行義務を充足してから主として１年以内に受

領しており、重要な金融要素は含んでおりません。
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⑤ 退職給付に係る会計処理の方法

　当社及び連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係

る期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。

⑥ のれんの償却方法及び期間

　のれんの償却については、５～８年の均等償却を行っております。

２. 会計方針の変更

(収益認識に関する会計基準等の適用)

　「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日。以下「収益認識会

計基準」という。）等を当連結会計年度の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が

顧客に移転した時点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識

することとしております。

　なお、「収益認識に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第30号　2021年３

月26日）第98項に定める代替的な取扱いを適用し、製品の国内の販売において、出荷時から当

該製品の支配が顧客に移転される時までの期間が通常の期間である場合には、出荷時に収益を

認識しております。

　また、買戻し契約に該当する有償支給取引について、従来は、有償支給した支給品について

消滅を認識しておりましたが、当社が支給品を実質的に買い戻す義務を負っている場合、当該

支給品を棚卸資産として認識するとともに、有償支給残高を有償支給取引に係る負債として認

識するよう変更しております。この結果、流動資産の「原材料」が1,559千円、流動負債の

「その他」が1,559千円それぞれ増加しております。

　収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的

な取扱いに従っており、当連結会計年度の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の

累積的影響額を、当連結会計年度の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計

方針を適用しております。ただし、収益認識会計基準第86項に定める方法を適用し、当連結会

計年度の期首より前までに従前の取扱いに従ってほとんどすべての収益を認識した契約に、新

たな会計方針を遡及適用しておりません。また、収益認識会計基準第86項また書き(1)に定め

る方法を適用し、当連結会計年度の期首より前までに行われた契約変更について、すべての契

約変更を反映した後の契約条件に基づき、会計処理を行い、その累積的影響額を当連結会計年

度の期首の利益剰余金に加減しております。

　この結果、当連結会計年度の売上高が594,383千円増加、売上原価は467,127千円増加し、営

業利益、経常利益及び税金等調整前当期純利益がそれぞれ127,256千円増加しております。ま

た、利益剰余金の当期首残高は99,239千円減少しております。
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建物及び構築物 196,074千円

土地 161,980千円

計 358,054千円

１年内返済予定の長期借入金 20,004千円

長期借入金 159,992千円

計 179,996千円

(2)有形固定資産の減価償却累計額 922,963千円

(時価の算定に関する会計基準等の適用)

　「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号　2019年７月４日。以下「時価算定

会計基準」という。）等を当連結会計年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び

「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号　2019年７月４日）第44-２項に定める

経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が定める新たな会計方針を、将来にわたって適

用することとしております。なお、連結計算書類に与える影響はありません。

３. 表示方法の変更に関する注記

　　（連結損益計算書）

　　　当連結会計年度の期首より、連結損益計算書で従来、「売上原価」として計上していた品

質保証部の人件費・経費を、「販売費及び一般管理費」として計上しております。この変更

は、品質保証部の業務内容が、主にアフターサービス費用の低減に向けた品質管理体制の見

直し等となっていることを踏まえ、「販売費及び一般管理費」として計上することが業務の

実態をより適切に表すと判断したためであります。

４. 会計上の見積りに関する注記

　　製品保証引当金

　　(1)当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額　61,651千円

　　(2)識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

　　　保証期間内に発生する無償修理に対する支出に備えるため、過去の実績率等を基礎として

無償修理費の見積額を計上しております。出荷した製品について、予期せぬ不具合等が発生

した場合、翌連結会計年度以降の連結計算書類において、追加の無償修理費の計上が必要に

なる可能性があります。

５. 連結貸借対照表に関する注記

　　(1)担保資産及び担保付債務

　　　①担保に供している資産

　　　②担保に係る債務
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株 式 の 種 類 当連結会計年度期首株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末株式数

普 通 株 式 3,121,600株 12,700株 －株 3,134,300株

・株式の種類 普通株式

・配当金の総額 46,809千円

・１株当たり配当額 15円

・基準日 2021年12月31日

・効力発生日 2022年３月25日

・株式の種類 普通株式

・配当金の総額 46,999千円

・配当の原資 利益剰余金

・１株当たり配当額 15円

・基準日 2022年12月31日

・効力発生日 2023年３月24日

６. 連結株主資本等変動計算書に関する注記

(1) 発行済株式の総数に関する事項

（注）発行済株式の総数の増加12,700株は、譲渡制限付株式報酬としての新株式発行によるもの

であります。

(2) 剰余金の配当に関する事項

① 配当金支払額等

2022年３月24日開催の第43期定時株主総会決議による配当に関する事項

② 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度にな

るもの

2023年３月23日開催の第44期定時株主総会において次のとおり付議いたします。

(3) 当連結会計年度末日における新株予約権に関する事項

該当事項はありません。
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７. 金融商品に関する注記

(1) 金融商品の状況に関する事項

① 金融商品に対する取組方針

　当社グループは、資金運用については安全性または流動性の高い金融資産で運用し、ま

た、資金調達については自己資金または銀行借入で賄う方針であります。デリバティブ取引

は利用しておりません。

② 金融商品の内容及びそのリスク

　営業債権である受取手形及び売掛金、並びに電子記録債権は、顧客の信用リスクに晒され

ております。

　投資有価証券は、主に業務上の関係を有する企業の株式であり、市場価格の変動リスクが

あります。

　営業債務である支払手形及び買掛金、並びに電子記録債務は、すべて１年以内の支払期日

であります。

　短期借入金及び長期借入金は主に運転資金や土地等の購入に係る資金調達であります。

③ 金融商品に係るリスク管理体制

イ. 信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

　当社は、与信管理規程等に従い、営業債権について、取引先ごとに期日及び残高を管理

するとともに、取引先の信用状況を定期的に把握する体制としております。連結子会社に

ついても、当社の与信管理規程等に準じて、同様の管理を行っております。

ロ. 市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理

　投資有価証券については、定期的に時価や発行体（取引先企業）の財務状況等を把握

し、市況や取引先企業との関係を勘案して保有状況を継続的に見直しております。

ハ. 資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理

　当社グループでは、当社において、連結子会社も含め支払計画を適時に作成・更新する

とともに、手許流動性の維持などにより流動性リスクを管理しております。

④ 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算

定された価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるた

め、異なる前提条件等を採用することにより、当該価額が変動することがあります。
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連結貸借対照表計上額
（千円）

時価
（千円）

差額
（千円）

(1) 投資有価証券

その他有価証券 186,026 186,026 －

資産計 186,026 186,026 －

(1) 長期借入金（１年内返済
　　予定の長期借入金含む）

275,806 275,403 △402

負債計 275,806 275,403 △402

(2) 金融商品の時価等に関する事項

　2022年12月31日（当連結会計年度の連結決算日）における連結貸借対照表計上額、時価及

びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、市場価格のない株式等は次表に

は含めておりません。現金は注記を省略しており、資産の預金、受取手形及び売掛金、電子

記録債権、負債の支払手形及び買掛金、電子記録債務、短期借入金は短期間で決済されるた

め時価が帳簿価額に近似するものであることから、注記を省略しております。

（注）１. 投資有価証券に関する事項

　投資有価証券はその他有価証券として保有しており、これに関する連結貸借対照表計

上額と取得原価との差額は以下のとおりです。
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種類
連結貸借対照表計上額

（千円）
取得原価
（千円）

差額
（千円）

連結貸借対照表計
上額が取得原価を
超えるもの

(1) 株式 186,026 92,417 93,608

(2) 債券

①国債・地方債等 － － －

②社債 － － －

③その他 － － －

(3) その他 － － －

小計 186,026 92,417 93,608

連結貸借対照表計
上額が取得原価を
超えないもの

(1) 株式 － － －

(2) 債券

①国債・地方債等 － － －

②社債 － － －

③その他 － － －

(3) その他 － － －

小計 － － －

合計 186,026 92,417 93,608

その他有価証券で市場価格のあるもの

（注）表中の「取得原価」は減損処理後の帳簿価額であります。
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１年以内
（千円）

１年超
５年以内
（千円）

５年超
10年以内
（千円）

10年超
（千円）

現金及び預金 1,919,284 － － －

受取手形及び売掛金 1,413,181 － － －

電子記録債権 23,799 － － －

有価証券及び投資有価証券

その他有価証券のうち満期が
あるもの

(1) 国債・地方債等 － － － －

(2) 債券（社債） － － － －

(3) その他 － － － －

合計 3,356,266 － － －

１年以内
（千円）

１年超
２年以内
（千円）

２年超
３年以内
（千円）

３年超
４年以内
（千円）

４年超
５年以内
（千円）

５年超
（千円）

短期借入金 280,000 － － － － －

長期借入金 53,484 51,334 32,004 32,004 27,004 79,976

合計 333,484 51,334 32,004 32,004 27,004 79,976

（注）２. 金銭債権及び満期がある有価証券の連結決算日後の償還予定額

（注）３. 長期借入金及びその他の有利子負債の決算日後の返済予定額
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区分
時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券
その他有価証券

186,026 － － 186,026

資産計 186,026 － － 186,026

区分
時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

長期借入金（１年内返済
予定の長期借入金含む）

－ 275,702 － 275,702

負債計 － 275,702 － 275,702

(3) 金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項

　金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の

３つのレベルに分類しております。

レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成さ

れる当該時価の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定した時価

レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外

の時価の算定に係るインプットを用いて算定した時価

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価

　時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプ

ットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が も低いレベルに時価を

分類しております。

(1) 時価で連結貸借対照表に計上している金融商品

(2) 時価で連結貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品

(注)時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明

投資有価証券

上場株式は取引所の価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されているた

め、その時価をレベル１の時価に分類しております。

長期借入金

長期借入金のうち、変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映することから時価は帳簿価 

額と近似していると考えられるため、当該帳簿価額によっております。固定金利によるものは、

元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引いて算定する方法によ

っており、レベル２の時価に分類しております。

－ 19 －



報告セグメント（千円）
合計

（千円）
運賃収受機器事業 システム開発事業

運賃箱関連 877,804 － 877,804

カード機器関連 1,158,103 － 1,158,103

その他の機器 659,021 － 659,021

部品・修理 1,580,045 － 1,580,045

システム開発事業 － 412,490 412,490

顧客との契約から生じる収益 4,274,974 412,490 4,687,465

外部顧客への売上高 4,274,974 412,490 4,687,465

当連結会計年度（千円）

期首残高 期末残高

顧客との契約から生じた債権 814,683 1,436,981

契約負債 2,904 3,840

８. 賃貸等不動産に関する注記

　該当事項はありません。

９. 収益認識に関する注記

(1) 顧客との契約から生じる収益を分解した情報

(2) 顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報

　収益を理解するための基礎となる情報は、連結計算書類作成のための基本となる重要な事項

「(4)会計方針に関する事項 ④重要な収益及び費用の計上基準」に記載の通りであります。

(3) 当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報

① 契約資産及び契約負債の残高等

　契約負債は主に、製品の引渡前に顧客から受け取った対価であり、連結貸借対照表上、流動

負債のその他に含まれております。契約負債は、収益の認識に伴い取り崩されます。

　当連結会計年度に認識された収益の額のうち期首現在の契約負債残高に含まれていた額は、

2,904千円であります。

② 残存履行義務に配分した取引価格

　当連結会計年度末において残存履行義務に配分した取引価格の総額は1,373,637千円であり

ます。当該残存履行義務は、概ね３年以内に収益として認識すると見込んでおります。なお、

実務上の便法を適用し、当初に予想される契約期間が１年以内の契約については注記の対象に

含めておりません。
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(1) １株当たり純資産額 1,192円23銭

(2) １株当たり当期純損失 13円60銭

10. １株当たり情報に関する注記

11. 重要な後発事象に関する注記

　該当事項はありません。

12. その他の注記

　該当事項はありません。
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株主資本等変動計算書

( 2022年１月１日から
2022年12月31日まで )

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

資本準備金
資本剰余金
合 計

利益準備金

その他利益
剰 余 金 利 益 剰 余 金

合 計繰 越 利 益
剰 余 金

2022年１月１日残高 330,328 310,328 310,328 5,000 3,049,202 3,054,202

会計方針の変更による
累積的影響額

△99,239 △99,239

会計方針の変更を反映
した当期首残高

330,328 310,328 310,328 5,000 2,949,962 2,954,962

事業年度中の変動額

新株の発行 3,130 3,130 3,130

剰余金の配当 △46,809 △46,809

当期純損失（△） △74,309 △74,309

自己株式の取得

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額）

事業年度中の変動額合計 3,130 3,130 3,130 － △121,118 △121,118

2022年12月31日残高 333,459 313,459 313,459 5,000 2,828,844 2,833,844

株 主 資 本 評 価 ・ 換 算 差 額 等
純 資 産 合 計

自 己 株 式
株 主 資 本
合 計

その他有価証券
評 価 差 額 金

評価・換算
差額等合計

2022年１月１日残高 △513 3,694,346 50,986 50,986 3,745,332

会計方針の変更による
累積的影響額

△99,239 △99,239

会計方針の変更を反映
した当期首残高

△513 3,595,106 50,986 50,986 3,646,092

事業年度中の変動額

新株の発行 6,261 6,261

剰余金の配当 △46,809 △46,809

当期純損失（△） △74,309 △74,309

自己株式の取得 △11 △11 △11

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額）

14,249 14,249 14,249

事業年度中の変動額合計 △11 △114,869 14,249 14,249 △100,620

2022年12月31日残高 △525 3,480,237 65,235 65,235 3,545,472

Ⅴ 計算書類の「株主資本等変動計算書」

（単位：千円）
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・市場価格のない

　株式等以外のもの

　時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理

し、売却原価は移動平均法により算定）を採用して

おります。

Ⅵ 計算書類の「個別注記表」

個別注記表

１. 重要な会計方針に係る事項

(1) 資産の評価基準及び評価方法

① 子会社株式 　移動平均法による原価法を採用しております。

② その他有価証券

・市場価格のない株式等 　移動平均法による原価法を採用しております。

③ 棚卸資産

・商品、製品、原材料及び仕掛品 　総平均法（月別）による原価法（貸借対照表価額は

収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

を採用しております。

(2) 固定資産の減価償却の方法

① 有形固定資産（リース資産を除く）

　定率法を採用しております。

　ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物

附属設備を除く）並びに2016年４月１日以降に取得し

た建物附属設備及び構築物については、定額法を採用

しております。

② 無形固定資産（リース資産を除く）

　定額法を採用しております。

　なお、自社利用のソフトウエアについては、社内に

おける利用可能期間（５年）に基づく定額法によって

おります。

③ リース資産

・所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法を採用しております。

(3) 引当金の計上基準

① 貸倒引当金 　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権に

ついては貸倒実績等を勘案して必要額を、貸倒懸念債

権等特定の債権については個別に回収可能性を検討

し、回収不能見込額を計上しております。

② 賞与引当金 　従業員に対して支給する賞与の支出に備えるため､ 

支給見込額のうち当事業年度に負担すべき額を計上し

ております。
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③ 製品保証引当金 　保証期間内に発生する無償修理に対する支出に備え

るため、過去の実績率等を基礎として無償修理費の見

積額を計上しております。

④ 受注損失引当金 　受注契約に係る将来の損失に備えるため、当事業年

度末における受注契約に係る損失見積額を計上してお

ります。

⑤ 退職給付引当金 　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末にお

ける退職給付債務の見込額に基づき計上しておりま

す。

　退職給付引当金及び退職給付費用の計算に、退職給

付に係る期末自己都合要支給額を退職給付債務とする

方法を用いた簡便法を適用しております。

(4) 収益及び費用の計上基準

　当社は、主として路線バス及びワンマン鉄道車両での運賃収受機器等の設計、開発、製

造、販売及びメンテナンスサービスを行っている運賃収受機器事業を展開しております。

　運賃収受機器事業の販売、システム開発事業の開発及び商品販売等については、顧客が

検収した時点において顧客が当該製品及び商品に対する支配を獲得し、履行義務が充足さ

れると判断していることから主として当該製品及び商品の顧客の検収時点で収益を認識し

ております。

　ただし、出荷から引き渡しまでごく短期間で行われる製品については、出荷した時点に

おいて当該製品の支配が顧客に移転されると判断し、出荷時点で収益を認識しておりま

す。

　運賃収受機器事業のメンテナンスサービス等については、一定の期間にわたり履行義務

を充足する取引であり、経過期間に応じて収益を認識しております。

　買戻し契約に該当する有償支給取引については、支給先から受け取る対価を収益として

認識していません。なお、取引の対価は、履行義務を充足してから主として１年以内に受

領しており、重要な金融要素は含んでおりません。

(5) のれんの償却方法及び期間

のれんの償却については、５年間の均等償却を行っております。
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２. 会計方針の変更

(収益認識に関する会計基準等の適用)

　「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日。以下「収益認識会

計基準」という。）等を当事業年度の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客

に移転した時点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識する

こととしております。

　なお、「収益認識に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第30号　2021年３

月26日）第98項に定める代替的な取扱いを適用し、製品の国内の販売において、出荷時から当

該製品の支配が顧客に移転される時までの期間が通常の期間である場合には、出荷時に収益を

認識しております。

　また、買戻し契約に該当する有償支給取引について、従来は、有償支給した支給品について

消滅を認識しておりましたが、当社が支給品を実質的に買い戻す義務を負っている場合、当該

支給品を棚卸資産として認識するとともに、有償支給残高を有償支給取引に係る負債として認

識するよう変更しております。この結果、流動資産の「原材料」が651千円、流動負債の「そ

の他」が651千円それぞれ増加しております。

　収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的

な取扱いに従っており、当事業年度の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積

的影響額を、当事業年度の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適

用しております。ただし、収益認識会計基準第86項に定める方法を適用し、当事業年度の期首

より前までに従前の取扱いに従ってほとんどすべての収益を認識した契約に、新たな会計方針

を遡及適用しておりません。また、収益認識会計基準第86項また書き(1)に定める方法を適用

し、当事業年度の期首より前までに行われた契約変更について、すべての契約変更を反映した

後の契約条件に基づき、会計処理を行い、その累積的影響額を当事業年度の期首の利益剰余金

に加減しております。

　この結果、当事業年度の売上高が594,383千円増加、売上原価は467,127千円増加し、営業利

益、経常利益及び税金等調整前当期純利益がそれぞれ127,256千円増加しております。また、

利益剰余金の当期首残高は99,239千円減少しております。

(時価の算定に関する会計基準等の適用)

　「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号　2019年７月４日。以下「時価算定

会計基準」という。）等を当事業年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融

商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号　2019年７月４日）第44-２項に定める経過的

な取扱いに従って、時価算定会計基準等が定める新たな会計方針を、将来にわたって適用する

こととしております。なお、計算書類に与える影響はありません。
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建物 190,721千円

構築物 5,352千円

土地 161,980千円

計 358,054千円

１年内返済予定の長期借入金 20,004千円

長期借入金 159,992千円

計 179,996千円

(2) 有形固定資産の減価償却累計額 908,079千円

(3) 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

① 短期金銭債権 13,617千円

② 短期金銭債務 163,054千円

(4) 保証債務

　関係会社の金融機関からの借入に対し債務保証を行っております。

　　　ソタシステム㈱ 50,000千円

　　　㈱アズマ 135,000千円

　　　計 185,000千円

３. 表示方法の変更に関する注記

　　（損益計算書）

　　　当事業年度の期首より、損益計算書で従来、「売上原価」として計上していた品質保証部

の人件費・経費を、「販売費及び一般管理費」として計上しております。この変更は、品質

保証部の業務内容が、主にアフターサービス費用の低減に向けた品質管理体制の見直し等と

なっていることを踏まえ、「販売費及び一般管理費」として計上することが業務の実態をよ

り適切に表すと判断したためであります。

４. 会計上の見積りに関する注記

　　製品保証引当金

　　(1)当事業年度の計算書類に計上した金額　61,651千円

　　(2)識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

　　　製品保証引当金に関する注記については、「連結注記表（会計上の見積りに関する注

記）」に同一の内容を記載しておりますので、注記を省略しております。

５. 貸借対照表に関する注記

　(1)担保資産及び担保付債務

　　①担保に供している資産

　　②担保に係る債務
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営業取引（収入分） 60,979千円

営業取引（支出分） 711,760千円

営業取引以外の取引（収入分） 22,656千円

株 式 の 種 類 当 期 首 株 式 数 当期増加株式数 当期減少株式数 当 期 末 株 式 数

普 通 株 式 989株 23株 －株 1,012株

繰延税金資産

未払事業税 519千円

賞与引当金 7,157千円

製品保証引当金 18,686千円

貸倒引当金 10,779千円

棚卸資産評価損 11,047千円

減価償却の償却超過額 8,271千円

退職給付引当金 63,462千円

株式報酬費用 5,566千円

会員権 1,470千円

繰越欠損金 369,758千円

長期未払金 3,092千円

その他 16,064千円

繰延税金資産小計 515,878千円

評価性引当額 △474,048千円

繰延税金資産合計 41,829千円

繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 △28,372千円

その他 △2,539千円

繰延税金負債合計 △30,912千円

繰延税金資産の純額 10,917千円

６. 損益計算書に関する注記

関係会社との営業取引による取引高の総額

７. 株主資本等変動計算書に関する注記

自己株式の数に関する事項

（注）自己株式の数の増加23株は、単元未満株式の買取りによるものであります。

８. 税効果会計に関する注記

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
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種 類
会社等の
名称

資本金又
は出資金
( 千 円 )

事 業 の
内 容
又は職業

議 決 権 等
の 所 有
( 被 所 有 )
割 合

関 係 内 容

取引の内容
取引金額
( 千 円 )

科 目
期末残高
( 千 円 )役員の

兼任等
事 業 上
の 関 係

子会社

㈱オーバ
ルテック

10,000

 運賃収受
機器メンテ
ナンスサー

ビス

所有
直接100％

兼任3名

当 社 製
品 、 メ
ン テ ナ
ン ス サ
ービス

メンテナン
スサービス
の 委 託

392,661 買 掛 金 47,622

材料の有
償 支 給

60,794 未収入金 5,566

建 物 の 賃 貸 7,200 未収入金 －

総務事務
等の受託

9,336 未収入金 855

ソタシステ
ム㈱

30,000
ソフトウエ
ア・システム

開発

所有
直接100％

兼任3名
ソ フ ト
ウ エ ア
開発

ソフトウ
エア開発
の 委 託

217,687 買 掛 金 75,323

総務事務
等の受託

1,960 未収入金 －

債務保証 50,000 － －

㈱アズマ 10,000
ソフトウエ
ア・システム

開発

所有
直接100％

兼任3名
ソ フ ト
ウ エ ア
開発

ソフトウ
エア開発
の 委 託

82,992 買 掛 金 29,469

総務事務
等の受託

4,160 未収入金 385

債務保証 135,000 － －

(1) １株当たり純資産額 1,131円55銭

(2) １株当たり当期純損失 23円74銭

９. 関連当事者との取引に関する注記

子会社及び関連会社

（注）取引条件及び取引条件の決定方針等

１. メンテナンスサービスの委託及び材料の有償支給の価格、並びにソフトウエア開発の

委託については、市場価格を参考に決定しております。

２. 賃貸料については近隣の相場及び付帯設備の減価償却費等を勘案して、交渉の上決定

しております。

３. 総務事務等の受託については、役務提供に対する費用等を総合的に判断して、交渉の

上決定しております。

４. 子会社の銀行借入に対し、債務保証を行っております。

10. 収益認識に関する注記

　顧客との契約から生じる収益を理解するための情報について、連結注記表「収益認識に関す

る注記」に同一の内容を記載しているため、注記を省略しております。

11. １株当たり情報に関する注記

12. 重要な後発事象に関する注記

該当事項はありません。
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13. その他の注記

該当事項はありません。
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